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１．今回の調査の位置づけ 

これまで，救助活動の詳細な調査としては，1995 年兵庫県南部地震における救助活動調

査に基づく救助活動プロセスの整理を行った，佐土原ら 1)による調査，閉じ込めと死傷に関

する詳細な調査としては，同じく 1995年兵庫県南部地震時に北淡診療所の井宮医師ら 2), 3)

によって閉じ込め状況を詳細に聞き取り，図に書きおこした調査があるのみで，救助活動

の体系化および倒壊家屋における死傷者発生状況の詳細な状況については十分な調査研究

がなされてきたとは言い難い．これは，1995 年兵庫県南部地震以降，多数の人が倒壊家屋

に閉じ込められるような地震災害が発生していないこと，2003 年に成立した個人情報保護

法により，要救助者の詳細な情報の提供が難しくなったことによる． 

 2016 年熊本地震は 1995 年兵庫県南部地震以降，2 番目に倒壊家屋による閉じ込め者が

多く発生した地震であり，今回，改めて救助プロセスと閉じ込め状況について，救助主体

である警察庁自身がこのような丹念な調査を行ったことは非常に大きな意味を持つ．さら

に，得られた結果に基づいて救助技能向上のための訓練設計の試行に至る一連の取り組み

は，関連機関のみならず，地域の住民を含めた救助活動に関わる全ての人にとって，非常

に貴重な資料と実践の記録を提供するものである． 

 

２．調査シート開発の災害対策上の意味 

 今回の調査では，救助活動を行った隊員へのヒアリングを通じて調査シートの設計を

行っている．先行するヒアリングは非常に丹念に実施されており，警察部隊が活動した全

現場における活動に基づいて，救助活動プロセスの整理が行われた．調査シートは，この

プロセスに基づき，救助活動に必要な作業と資機材，注意すべき点など，少なくとも 2016

年熊本地震における木造倒壊家屋からの救助事例については救助活動を行う上で把握して

おくべき事は網羅したシートになっている． 

また，今回開発した調査シートは，訓練プログラムへの反映についても考慮された設計

になっており，警察庁では既に調査結果に基づいた，倒壊建物ユニットによる実際の現場

の再現や訓練プログラムの継続的な改善などが進みつつある． 

警察組織においては，2015 年に近畿管区警察局災害警備訓練施設が設置され，倒壊家屋

からの救助に関する訓練プログラムも開発されていた．実際の救助現場における救助プロ

セスや，難易度設定など，基礎データがないためにそれまで十分に言語化出来ていなかっ

た内容については建物倒壊プロセスに関する専門家の知見を援用するなどして検討 4), 5)さ

れ，また隊員個人の暗黙知として蓄積されていた内容についてもワーキング会議 6）を立ち

上げ収集するなどして訓練プログラムに反映する努力が払われてきた．実例における基礎
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データがあまりに少ない状況には変わりなかったものの，これらの努力や蓄積があったこ

とで，今回調査の設計と実施，訓練プログラムへの反映が迅速にできたものととらえられ

る．しかしながら，今回の調査事例は熊本地震における警察部隊が対応した現場のみを対

象としているため，収集できたデータは限定的であり，この結果のみをもって，木造倒壊

建物からの救助の体系化を完成することは出来ない．救助活動については，消防部隊の活

躍も大きいことから，今後，組織を超えて，救助を行う部隊全てがこの調査シートを用い

て調査を行う事が出来れば，将来的に我が国の救助の体系化を実現する事が期待できる．

また，その調査結果についても組織を超えて共有する事が出来れば，各組織において，根

拠に基づいた救助活動訓練プログラムの開発およびその改善を実現する事が期待できる． 

 

３．救助活動における他機関連携 

閉じ込めと救出救助活動に関する 1995年兵庫県南部地震の調査結果 7)によれば，淡路島

北淡町（現：北淡市）富島・野島蟇浦・石田地区における屋内閉じ込めの発生状況は全体

の 19%であり，このうち 11%が家族によって，3%が隣人によって，残りの 5%が救助隊に

よって救出されている（図 1）． 

また，家族による救助の 78%は 30分以内に完了しており（図 2），隣人による救助の 34%

が 30分以内，81%は 3時間以内に完了している（図 3）．それに対して，消防による救助は

2 時間以上かかっているものが約 84%であった（図 4）．これは，より困難な現場を救助隊

が担当し，比較的救助しやすい現場では家族や近隣住民によって救助活動が行われていた

状況を示している． 

 

 

図 1 1995兵庫県南部地震淡路島北淡町における家屋からの脱出状況 

文献 7に加筆 

 

屋外にい

た, 69, 

5%

自力で, 

1108, 75%

家族の協

力で, 

171, 11%

外部の応

援で, 

133, 9%

警察庁　　197

熊本地震における警察の救助活動に関する調査分析



 

図 2 1995兵庫県南部地震淡路島北淡町における家族による救出時間 

文献 7に加筆 

 

 

 

図 3 1995兵庫県南部地震淡路島北淡町における隣人による救出時間 

文献 7に加筆 
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図 4 1995兵庫県南部地震淡路島北淡町における消防による救出時間 

文献 7に加筆 
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ることが可能になると考えられることなどである．また，層崩壊を伴う倒壊家屋からの救

助においては，救助隊が担うべきであると考えられるが，要救助者の位置や状況などの情

報提供がある場合には要救助者の場所の特定や救助活動戦略立案に効果的であったことが

明らかになっている．これらを踏まえると，警察における訓練時に地域住民との合同訓練

を実施する事で，地域住民による安全な救助活動の実現と，救助隊と地域住民の連携を促

進することが期待できる． 

このような協働は地域住民だけが対象ではなく，消防部隊など，同じく救出救助活動を

担う機関や，救命措置などで連携すべき医療機関，地域の消防団など，関係する他機関と

も同様に連携を考慮した合同訓練を行う事によって，平常時から関係各所の顔の見える関

係を構築し，円滑な協力体制を構築することが期待できるとともに，教訓や知見の共有に

よる技術の向上，また将来的なプロトコルの共有などが期待できる． 

 

４．まとめ 

 今回の一連の取り組みは，今後，救助活動を行う際に，組織を超えて共通して使用でき

る可能性のある調査シートを開発できたこと，調査を通じて救助プロセスやその内容につ

いて，一般化には至らないものの，熊本地震に基づく整理が出来たこと，また，調査結果

を救助訓練プログラムの改善に反映させる事が出来たことなど，大きな成果を得ることが

出来た．これらは，警察組織だけでなく，他機関の救助活動を行う部隊に対しても有用な

知見を与えるものであり，調査シートおよび調査結果の共有，それに基づく救助訓練プロ

グラムの改善や合同訓練などによって，我が国の救助体制全体にとって大きな効果が期待

できる．また，これまであまり整理されてこなかった，救助活動における地域住民の役割

についても一定の整理を行う事ができ，今後，地域防災力向上のための訓練設計上有用な

知見を与えるものである．今回の成果が我が国の災害対策上，広く活用されることを期待

する． 
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